




議案第８号  

令和７年度小平市下水道事業会計予算 

（総則）  

第１条  令和７年度小平市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 処理面積                     ２，０４６ヘクタール 

(2) 年間総処理水量            ２７，２９１，７０４立方メートル 

(3) 一日平均処理水量               ７４，７７２立方メートル 

(4) 主要な建設改良費 

  ① 老朽化対策                   ７３２，３５５千円 

② 雨水整備                    ２６３，９４５千円 

③ 流域下水道費（建設負担金・改良負担金）     ２４１，７２８千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

第１款 下水道事業収益              ４，３２２，７８１千円 

 第１項 営業収益                ２，９９３，０６７千円 

 第２項 営業外収益               １，３２９，７１４千円 

                支    出 

第１款 下水道事業費用              ４，００６，４６８千円 

 第１項 営業費用                ３，８５６，０７１千円 

 第２項 営業外費用                 １４０，３９７千円 

 第４項 予備費                    １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１，０５０，６７０千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本



的収支調整額７８，４２５千円、当年度分損益勘定留保資金７４９，４２２千円及び建

設改良積立金２２２，８２３千円で補てんするものとする。）。 

               収    入  

第１款 資本的収入                １，１２４，９７０千円 

 第１項 企業債                   ７５８，５００千円 

 第２項 国庫補助金                  ６４，７８６千円 

 第３項 都補助金                   １９，６８４千円 

 第４項 他会計負担金                ２８２，０００千円 

               支    出 

第１款 資本的支出                ２，１７５，６４０千円 

 第１項 建設改良費               １，３５３，８０１千円 

 第２項 固定資産購入費                 ２，０５５千円 

 第３項 企業債償還金                ５０９，７８４千円 

 第４項 投資                    ３００，０００千円 

 第５項 予備費                    １０，０００千円 

（債務負担行為） 

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

事 項 期 間 限 度 額 

内水浸水想定区域図作成及び雨水

管理総合計画策定業務委託 
令和７年度～８年度 ７５，５４１ 

（企業債） 

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道事業 ５１８，０００ 

普通貸借 

又は 

証券発行 

５．０％以内

（ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

資金につい

て、利率の見 

借入先の融通条

件による。 

ただし、財政等

の都合により据置

期間及び償還年限

を短縮し、若しく 



   直しを行った

後において

は、当該見直

し後の利率） 

は繰上償還又は低

利債に借り換える

ことができる。 流域下水道事業 ２４０，５００ 

合計 ７５８，５００    

（一時借入金） 

第７条  一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

(1) 営業費用と営業外費用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

(1) 職員給与費                    １５２，２４１千円 

   

令和７年２月２１日提出 

小平市長  小  林  洋  子 
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1
5
,
0
0
0
円

（
管

理
職

は
支

給
対

象
外

）

通
勤

手
当

同
じ

住
居

手
当
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(
単

位
:
千

円
)

7
5
,
5
4
1

7
5
,
5
4
1

令
和

8
年

度

内
水

浸
水

想
定

区
域

図
作

成
及

び
雨

水
管

理
総

合
計

画
策

定
業

務
委

託
－

令
和

7
年

度

7
5
,
5
4
1

－
～～

限
度

額
限

度
額

令
和

1
8
年

度

5
6
,
5
1
3

5
6
,
5
0
0

1
3

令
和

1
2
年

度

ふ
れ

あ
い

下
水

道
館

指
定

管
理

料
－

令
和

7
年

度
ふ

れ
あ

い
下

水
道

館
の

管
理

運
営

に
要

す
る

額
－

ふ
れ

あ
い

下
水

道
館

エ
レ

ベ
ー

タ
改

修
工

事
－

令
和

7
年

度

5
6
,
5
1
3

－
～

期
　

間
金

　
額

国
都

補
助

金
企

業
債

損
益

勘
定

留
保

資
金

等

債
　

　
務

　
　

負
　

　
担

　
　

行
　

　
為

　
　

に
　

　
関

　
　

す
　

　
る

　
　

調
　

　
書

事
　

　
項

限
度

額

前
年

度
末

ま
で

の
支

払
義

務
発

生
（

見
込

）
額

当
該

年
度

以
降

の
支

払
左

　
の

　
財

　
源

　
内

　
訳

義
務

発
生

予
定

額

期
　

間
金

　
額
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(1) 下 水 道 使 用 料

令和６年度小平市下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位 千円）　

1 営 業 収 益

1,936,913

1

雨 水 処 理 負 担 金

受 託 事 業 収 益

881,000

440,915

448 2,818,362そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

(3)

(5) 8,000

966,129

2,004,165

3,742,749

流域下水道維持管理負担金

総 係 費

資 産 減 耗 費

323,540

(2)

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,525

営 業 損 失 924,387

3 営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

0

465,420

4 営 業 外 費 用

1,265,970

1,179

2 営 業 費 用

(1)

(2)

(2)

(3)

(4)

(4) 減 価 償 却 費

46,000

支 払 利 息

(4) 長 期 前 受 金 戻 入

(5) 雑 収 益

経 常 利 益

(1) 109,215 109,215

(3) 補 助 金

1,324,349

3,675

756,167

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

1,215,134

290,747

290,747
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注記

１　重要な会計方針に係る事項

令和元年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

建物

構築物

機械及び装置

車両及び運搬具

工具、器具及び備品

イ　無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権

（２）引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

イ 賞与引当金

ウ 貸倒引当金

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２　予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

３　リース契約により使用する固定資産

（１）リース取引の処理方法

５０年

４～６年

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上し
ている。

　令和７年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起
算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は
４，８４７，８６７千円である。

５０年

１０～２０年

４～１７年

４５～５０年

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引
当金は計上していない。

　地方公営企業法施行規則第５５条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所有権移転外
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ている。

　職員の期末勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支給に備えるため、当年度末における
支給見込額に基づき、当年度の負担に属する金額（１２月から３月までの４か月分）を計
上している。

　ただし、小平市職員退職手当基金条例に定める金額の範囲内において、積立額の下水道
事業会計負担相当分を毎年度一般会計に繰り出している。
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